
計算書類に対する注記（社会福祉法人 安誠福祉会） 

 

１ 継続事業の前提に関する注記 

 該当なし 

 

２ 重要な会計方針 

（１）固定資産の減価償却の方法 

  建物、構築物、機械及び装置、車輛運搬具、器具及び備品、権利、ソフトウェア － 

定額法 

 

（２）引当金の計上基準 

・退職給付引当金－独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共

済制度に加入していない職員については、法人で定めた退職金制度を採用しているため、

将来支給する退職金のうち当該会計年度末までに発生していると認められる金額を引当金

として積み立てている。 

・賞与引当金  －職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当年度に帰

属する額を計上している。 

 

３ 重要な会計方針の変更 

 該当無し 

 

４ 法人で採用する退職給付制度 

 安らぎの里拠点区分 －独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職

手当共済制度に加入し、当該制度を採用している。 

 安誠園、はにわの里、桶川市デイサービスセンター拠点区分 －法人で定めた退職金制

度を採用している。ただし、平成 18年 3月 31日以前に入職した職員については、独立行

政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入し、当該制度

を採用している。 

上記以外の拠点区分 －法人で定めた退職金制度を採用している。 

 

５ 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

 当法人の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。 

（１） 法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第

一様式） 

（２） 事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二

様式） 



 （３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号

第三様式、第三号第三様式） 

（４）公益事業における拠点区分内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様

式、第三号第三様式） 

（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

ア 安誠園拠点区分（社会福祉事業） 

     「特別養護老人ホーム安誠園」 

     「短期入所生活介護安誠園」 

     「本庄デイ・サービスセンター」 

     「在宅介護支援センター安誠園 

     「本庄東地域包括支援センター安誠園」 

   イ はにわの里拠点区分（社会福祉事業） 

     「特別養護老人ホームはにわの里」 

     「短期入所生活介護はにわの里」 

     「在宅介護支援センターはにわの里」  

   ウ 軽費老人ホーム安らぎの里（社会福祉事業） 

     「軽費老人ホーム安らぎの里」 

   エ 指定通所介護事業所ルーエハイム拠点区分（社会福祉事業） 

     「桶川市デイサービスセンター」 

   オ 上尾介護サービスセンター拠点区分（社会福祉事業） 

     「居宅介護支援」 

     「訪問介護」 

   カ 介護サービスセンターハイム拠点区分（社会福祉事業） 

     「居宅介護支援」 

     「訪問介護」 

   キ 理事・評議員等報酬拠点区分（社会福祉事業） 

     「理事・評議員等報酬」 

   ク 法人本部拠点区分（公益事業） 

     「法人本部」 

ケ ルーエハイム拠点区分（公益事業） 

  「介護老人保健施設ルーエハイム」 

  「短期入所ルーハイム」 

  「通所リハビリテーションルーエハイム」 

「訪問リハビリテーションルーエハイム」 

「居宅介護支援事業所ルーエハイム」 

コ ハーティハイム拠点区分  



  「介護老人保健施設ハーティハイム」 

  「短期入所ハーティハイム」 

  「通所リハビリテーションハーティハイム」 

「訪問リハビリテーションハーティハイム」 

「居宅介護支援事業所ハーティハイム」 

サ ファインハイム拠点区分 

  「介護老人保健施設ファインハイム」 

  「短期入所ファインハイム」 

  「通所リハビリテーションファインハイム」 

「訪問リハビリテーションファインハイム」 

「居宅介護支援事業所ファインハイム」 

シ 桶川市地域包括支援センタールーエハム拠点区分 

  「桶川市地域包括支援センタールーエハム」 

ス 指定居宅介護支援事業所ファイン拠点区分 

  「居宅介護支援」 

セ 安誠会桶川介護サービスセンター指定居宅介護支援事業所拠点区分 

  「居宅介護支援」 

（会計基準省令第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式） 

  

６ 基本財産の増減の内容及び金額 

 （単位；円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 973,467,294 0 0 973,467,294 

建物 2,673,623,889 6,240,000 128,797,381 2,551,066,508 

定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000 

合計 3,648,091,183 6,240,000 128,797,381 3,525,533,802 

 

７ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩 

 該当無し 

 

８ 担保に供している資産 

 該当無し 

 

９ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

 （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。） 

                                  （単位；円） 



 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 2,169,158,582 1,403,959,320 765,199,262 

建物 55,746,492 16,469,099 39,277,393 

構築物 46,738,313 32,809,956 13,928,357 

機械及び装置 131,765,731 75,772,898 55,992,833 

車輌運搬具 51,963,322 39,780,742 12,182,580 

器具及び備品 101,147,501 79,355,412 21,792,089 

合計 2,556,519,941 1,648,147,427 908,372,514 

 

 

１０ 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。） 

 該当無し 

 

１Ⅰ 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 該当無し 

 

１２ 関連当事者との取引の内容 

 該当無し 

 

１３ 重要な偶発債務 

 該当無し 

 

１４ 重要な後発事象 

 該当無し 

 

１５ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産

の状態を明らかにするために必要な事項 

 該当無し 

  


